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Ⅰ 事業の概要 

 

１．建学の精神・教育理念、使命・目的、教育方針（三つのポリシー）等について 

◇建学の精神・教育理念 

「自然を愛し 生命を尊び 真理を究める人間の形成」 

 

◇使命・目的 

「健康社会の実現」 

 

◇教育方針（三つのポリシー） 

■卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー：ＤＰ） 

本学は、「自然を愛し、生命を尊び、真理を究める人間の形成」を建学の精神・教育

理念とし、大学の使命である「健康社会の実現」のために、グローバルな視点を持ちつ

つ地域に貢献する人材を育成することを目的としている。本学の各学位プログラムの

課程を修了し、以下の資質・能力を備えた者に学位を授与する。 

 

〈知識・技能〉 

(1)健康社会の実現のため、社会の一員としての使命感、責任感、倫理観を持ち、幅

広い教養を身につけている。 

(2)専攻する学位プログラムにおける基本的な知識・技能を修得し、現実社会の中で

適切に活用できる。 

 

〈思考力・判断力・表現力〉 

(3)知識・技能や他者の意見に基づき、自らの考えを組み立て、効果的なコミュニケ

ーションを通して表現・伝達できる能力を身につけている。 

(4)自分のおかれている状況から課題を発見・分析し、解決方法について客観的・多

面的に考察できる能力を身につけている。 

 

〈主体性・多様性・協働性〉 

(5)多様な文化・価値観を持つ他者に対して理解と共感を示し、ともに目標を達成し

ようとする協働力を身につけている。 

(6)自らを律し、主体的に考え、積極的に行動しようとする態度を身につけている。 

 

■教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー：ＣＰ） 

〈教育課程編成〉 

本学では、ディプロマ・ポリシーに掲げる人材を養成するため、幅広い教養や専門

教育の基盤となる一般教育科目、専門分野を体系的に学ぶ専門教育科目、その他必要
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となる科目を設置し、順次性のある体系的な教育課程を編成する。授業は、双方向の

講義、演習、実験、実習や実技等を適切に組み合わせて行う。なお、上級年次で展開

する専門分野の知識・技能などを学ぶために、初年次では、設定した目標に向かって、

主体的に行動できる習慣と自己管理能力を身につけられる教育を行う。学生の履修

を支援するため、シラバスとともに、科目間の関連や学修の順序を履修系統図、ナン

バリングや履修モデル等で明示する。 

 

〈学修方法〉 

(1)全科目で、主体的・対話的で深い学びが実現されるように、能動的学修を取り入

れる。 

(2)現実社会で活用できる知識・技能を修得し、社会の一員としての役割を自覚する

ために、地域・社会・海外等において、教室外学修プログラムを提供する。 

(3)主体的な学びの確立のために、すべての授業において、授業時間外学修を促進す

る。 

 

〈学修成果の評価〉 

(1)授業科目のシラバスに評価基準を具体的かつ多面的に明示し、学生の成長を促進

するための厳格な成績評価を行う。 

(2)ディプロマ・ポリシーで示された資質・能力の達成状況については、学修到達度

調査や卒業論文、卒業研究の成果物等によって評価する。 

 

■入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー：ＡＰ） 

本学では、ディプロマ・ポリシーに示した資質・能力を総合的に身につけている学生

の育成を目指し、以下のような資質・能力・意欲を持った人を広く受け入れるため、多

様な選抜方法により、多面的・総合的な評価を行う。 

(1)専攻する学位プログラムの教育内容が理解できるために必要な基礎学力を身に

つけている人 

(2)自らの考えを順序立てて伝えることができる人 

(3)多様な文化・価値観を持つ人々に対して理解と共感を示し、他者と協力して何事

にも積極的に取り組む意欲のある人 

 

２．長期ビジョン・第２期中期計画及び事業計画について 

本学は、地域・社会に求められる大学であり続けるために、創立 50 周年に向けて、

長期ビジョン「北陸大学 Vision50（by2025）」（2017 年３月 22 日）として「2025 年ま

でに学生の成長力№１の教育を実践する大学となる。」を掲げています。第２期中期計

画（2021～2025 年度）では、以下の３つの戦略を掲げ、全学的に取り組むべき重要目

標達成指標（KGI）として、長期ビジョン実現度、収容定員充足率、DP 達成度自己評価、

授業満足度、経常収支差額比率の向上・改善を設定し、KGI を達成するために、７つの
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重点項目と重要業績評価指標（KPI）を設定して各種施策を推進し、毎年度中期計画の

進捗管理及び検証を実施しています。 

第２期中期計画で設定した年度の行動目標・行動計画・アクションプランの実現に

向けて課題の解決を図り、次の重点項目について具体的な計画を策定し、全構成員が

常に全体最適の視点を持ち、更なる大学改革に向けて着実に計画を実行します。 

 

 

  

Ⅳ 重点項目
KGIを達成するために7つの重点項目と、個々に定量的もしくは定性的な
目標（重要業績評価指標:KPI）を設定する。

　北陸大学は、学生の能動的な学修を促す先進的かつ多様な教育を組織的に実践することにより、主体的に考え行動でき、
社会で必要な問題解決能力を持つ「自らの未来を切り拓く力」を備えた人材を育成する大学となる。
　そして、健康社会を実現するために、医療人としての専門職業人、世界基準で行動できる国際人、健全な多文化共生社会
実現に貢献できる人材、地域をマネジメントするリーダーを輩出することにより地域社会の更なる発展・貢献を果たす。
　そのために、教職員が学生と共に成⾧する意識を持ち、常に教育改革と大学の安定的な運営に全力で取り組むことを約束
し、北陸地域の基幹大学となる。

Ⅱ ３つの戦略
■学生の成⾧を実現する特色ある教育・研究の実践
■変化への対応と新たな魅力の創出による組織改革
■持続的成⾧を実現する経営基盤の強化

Ⅲ
重要目標
達成指標

⾧期ビジョン実現に向け、全学的に取り組む５つの重要目標達成指標
（KGI）を設定する。

学校法人北陸大学　長期ビジョン・第２期中期計画　概念図

Ⅰ 長期ビジョン
（50周年ビジョン）

2025年までに学生の成⾧力№１の教育を
実践する大学となる。　【北陸大学Vision50（by2025）】



 

- 4 - 
 

◇第２期中期計画における７つの重点項目 

 

重点項目 基本方針 行動目標 

⑴教育改革 学修者本位の教育への質的転換を目指し、教学マネジメ

ント体制並びに内部質保証システムの更なる充実を図

る。また、多様な教育体制の構築と地域社会との連携に

取り組む。 

①学修者本位の教育

の実現及び質保証体

制の構築 

②多様な教育体制と

社会との連携 

⑵学生支援 多様な背景を持った学生一人一人が、充実した学生生活

を送ることができるよう支援を行うとともに、自らの未

来を切り開く力を備え社会で活躍できる人材を育成する

ための環境整備を行う。 

①多様な学生の成長

を促すサポート体制

の整備 

②キャリア支援の強

化 

⑶研究活動 健康社会の実現のため、総合大学としての多様性を活か

し、特色ある研究や地域の課題解決など社会ニーズに応

える研究を推進する。研究の高度化を図り、質の高い研

究成果を教育に還元し、社会実装に取り組み、地域社会

の発展に寄与する。 

①研究基盤の充実 

②社会に貢献できる

研究の推進 

⑷国際化 「Global Eyes ー金沢に学び世界にかけるー」の教育ス

ローガンの下、基礎学力、豊かな教養、優れた語学力、

的確な判断力を持ち、地域並びに世界の発展に貢献でき

るグローバル人材を養成する。 

①学生と教職員が共

に国際的な価値観を

身につけるための環

境整備 

⑸社会連携・ネ

ットワーク強化 

医療、国際、経済経営の分野で質の高い特色ある教育・

研究を行い、その成果を社会に還元し、地域と産業の活

性化に寄与するとともに、地域社会に貢献できる人材育

成を目指し社会連携活動の強化に取り組む。また、保護

者に対する情報提供、要望・相談の受入れ体制、同窓会

との連携及び卒業生に対する情報提供・支援の充実を図

り、ステークホルダーとのネットワーク強化を推進す

る。 

①社会連携活動の強

化 

②保護者・卒業生

（同窓生）及び企業

等との連携 

③生涯教育・社会人

教育の推進 

⑹入学者確保・

広報・ブランデ

ィング 

デジタルメディア等を活用した広報を促進し、受験者及

び保護者等との接触機会を増やすことで志願者の増加、

入学者の確保を図る。併せて大学ブランドの構築を図

る。 

①学生募集活動の強

化 

②大学ブランディン

グ強化 

⑺経営基盤強化 持続的成長を実現する経営基盤強化のため、社会及び外

部環境の厳しい時代の変化に対応して健全で安定した財

務基盤を構築維持するとともに、将来構想の推進をサポ

ートできる財務体制を構築する。第 2 期中期計画実現の

ため、財務、組織、人事、ガバナンス等の経営基盤の強

化を進める。 

①財務基盤強化 

②組織・人事・制度

の全体最適化 

③キャンパス等の活

用整備 

 

◇2023 年度事業計画 

 第２期中期計画の行動目標に関し、2023 年度事業計画（骨子）を策定し、目標を達

成すべく、具体的な取組みを次のとおり行います。 
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(1) 教育改革 

①学修者本位の教育の質の向上及び質保証体制の構築（全学） 

北陸大学 FD・SD 基本方針及び 2023 年度 FD・SD 活動方針に基づき、全学及び各学

部において FD・SD 研修会を実施し、FD・SD 活動の充実・高度化に組織的に取り組み

つつ、活動を推進する人材を養成する。併せて、学修者本位の教育の実施及び質の向

上を図る。また、初年次教育の検証や改善・充実を図り、初年次教育と連動した体系

的な専門基礎教育モデルを確立するとともに、ICT を活用した教育促進計画に則り、

ICT 環境の整備を推進、ICT を活用した授業設計・教育プログラムの構築を図る。さ

らに、北陸大学アセスメントプランに基づく学生の学修成果の調査・測定に加え、教

学マネジメント指針に沿った学修成果、教育成果の把握や可視化を行い、カリキュラ

ムの適正化を図り、学内外に公表する。IR 運営委員会においては、各種分析を行い、

関係会議体・部署で検証を行った上で、教育改善や FD 活動等に反映させるとともに

情報公表を行う。 

 

②多様な教育体制と社会との連携（全学） 

高度化・複雑化する社会問題や課題に柔軟に対応できる力を育成するため、分野・

学部横断型カリキュラムの基本計画及び運営体制について検討を行う。併せて、幅広

く、深い学びを実現し、複眼的視点で全体像を捉える力を育成するため、主専攻・副

専攻制度の導入に向けた体制整備やプログラムの策定を行う。また、既存の地域社会

や海外等における教育プログラムの検証や改善を行い、さらなる充実を図るととも

に、数理・データサイエンス・AI 教育プログラム（リテラシーレベル）の選定に向

け、認定手続きを進める。教育活動の充実及び教育効果の向上のため、学事暦及び授

業時間割等の再構築についての検討を継続する。 

 

③卒業時までに修得されるべき「薬剤師として求められる基本的な資質」を前提とし

た学習成果基盤型教育 （Outcome-based Education）の実践及び初年次教育の充実

による留年・中途退学の防止（薬学部）  

薬学部では「薬剤師として求められる基本的な資質」を備えた人材の育成に向け、

順次性のある教育体制を整備し、実践する。１・２年次では、薬学を学ぶ上での基盤

構築のため、入学前教育を始点とする初年次教育の充実により、スタディスキルを修

得し、自ら学ぶ薬学生への意識変容を図り医療人として心構えを養う。特に低学年次

における退学・留年率が高い傾向にあることを踏まえ、留年、退学状況や単位取得状

況等、各種データの検証・解析を行い、サポートが必要な学生に対しては、補習授業

を実施するなど学習支援を行う。３・４年次においては各学年における学修成果を確

認しながら、薬学教育専門科目を修得し、４年次後半で、薬学共用試験（CBT及びOSCE）

に合格できる力を全員が身につける。５年次では薬学共用試験合格後の学力を維持・

担保した状態で病院・薬局実務実習に臨み、臨床に係わる実践的能力の伸長・向上を

図る。６年次では卒業認定コモンルーブリックによる自己評価を行い卒業コンピテ
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ンス・コンピテンシーの到達度を確認するとともに、薬学部の集大成となる薬剤師国

家試験合格に向け、学修に取り組む。また、2024 年度に薬学教育モデル・コア・カ

リキュラムが改訂されることから、これに基づき、新しいカリキュラムの策定を行

う。 

 

④臨床検査学・臨床工学の知識・技能・態度を修得できる教育の推進及び初年次教育の

充実による留年・中途退学の防止（医療技術学科） 

臨床検査学・臨床工学の両学問領域の専門性を高めるため、教育内容の点検・評価

を行いつつ、基礎知識を低学年から段階的に学修し、医療技術の理論と実際を学ぶ専

門科目を配置し、講義と演習、実験・実習を一体化した形で学修する。また、全学的

な教育編成・実施の方針に基づき、学部教育に必要なサポート体制の構築を行い、効

果的に ICT を活用することで、知識と技能の定着・促進を図る。１年次では SA 制

度を活用した学修支援を行い、基礎学力を固める。２年次では、順次的・体系的な教

育の実施を推進する。３年次では国家試験、ME技術者試験対策及び OSCE を実施、４

年次では臨地実習・臨床実習、卒業研究のほか、演習講義を計画的に実施し、実力試

験等で学力到達度を適宜確認することにより、臨床検査技師、臨床工学技士として必

要な知識・技能・態度を修得する。臨地実習・臨床実習の円滑な実施に向け、実習指

導者会議の開催、巡回指導を行う。さらに、これまでの学修成果・教育成果の把握や

可視化、SA による支援体制の検証を行う等の教育改善を進めるとともに、留年・退

学防止に向けた対策を実行する。併せて、新カリキュラムにおけるコース制、OSCE、

国家試験対策の円滑な導入に向けた検討、取組みを行う。 

 

⑤理学療法学の知識・技能・態度を修得できる教育の推進、臨床実習の円滑な実施に向

けての体制構築、並びに初年次教育の充実による留年・中途退学の防止（理学療法学

科） 

全学的な教育編成・実施の方針に基づき、理学療法学の知識・技能・態度を修得で

きる教育の推進を図るために順次的・体系的な初年次教育を行う。入学時のプレイス

メントテスト（生物、化学、物理、数学）の結果により、SA 制度を活用した学修支

援を行い、早期に学修習慣を身につけ、基礎学力を固める。また、１年次の臨床実習

（臨床基礎実習）の円滑な実施に向けて、臨床実習委員会を中心に実習体制を整え

る。さらに、ポストコロナに対応した教育を実践できるよう医療技術学科と連携し、

講義・実習・臨床実習等のあらゆる場面において、柔軟に対応できる教育体制を整え

る。 

 

⑥簿記会計・情報（IT）等の基本知識の修得（資格取得）、社会の課題解決に取り組む

実践的教育及び地域社会と連動した教室外学修プログラムの推進、並びに経済学科

（仮称）及びマネジメント学科の新しいカリキュラムの導入準備（経済経営学部） 
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資格検定試験による単位認定制度の周知徹底に加え、検定料の補助制度やサポー

ト体制の充実を図り、学部で定める資格取得率の向上を目指す。また、正課科目やゼ

ミ活動を通じて、地域と連携した取組を拡大することを目的に、教育活動助成費を用

いた補助制度を継続し、社会の課題解決に取り組む実践的教育を推進する。これらの

活動状況については年度末に検証を行い、各種検定試験の受験促進及び教室外学修

プログラムの充実を図る。さらに、北陸大学データサイエンス・AI 教育プログラム

対象科目の合格率等の検証を行うとともに、2024 年度の２学科体制及び新カリキュ

ラム導入に向け、教育プログラムの構築や体制整備を行う。 

 

⑦実践的語学力・コミュニケーション力を養う教育及び地域・国際社会との連携した

課題解決型学習・フィールドワークの推進（国際コミュニケーション学科） 

実践的な語学力・コミュニケーション力を身につけるため、１年次において英語・

中国語両言語の学修を集中的に行う。２年次以降は、どちらかを主たる言語として選

択し、各語学資格レベルに設定された目標の到達に向けて、順次的・体系的な教育を

実施する。また、語学学修と併せて、国際感覚を身につけ、多文化共生社会を実現す

る人材を育成するため、文化や国際関係等の専門科目から、地域及び国際社会の課題

等に関する基礎的な知識の定着を図る。さらに、各年次において実施される海外研修

等のフィールドワークへの積極的な参加を奨励することで国際社会が抱える課題等

を理解し、解決に取り組む意欲の醸成を図る。 

 

⑧心理学の基本知識・技能の修得（資格取得）、公認心理師対応学外実習の円滑な実施

に向けての準備、並びに社会の課題解決に取り組むことのできる人材の育成（心理

社会学科） 

心理学の基本的な知識・技能を修得するため、導入から基礎、応用へと体系的に配

置された科目を学修するとともに、心理学に関連する外部試験（心理学検定等）の受

験を奨励し、修得した知識を適宜、客観的に測定する。学科の主たる資格である公認

心理師への対応として、2024 年度より実施される学外実習（心理実習）の実施に向

けて、教職協働による実習施設の確保等、外部環境整備に取り組むとともに、資格取

得を目指す３年次が履修する「心理演習」において、公認心理師の目的・意義、学外

実習参加時に必要となる知識・技能及び地域社会が抱える様々な課題に取り組む意

欲・姿勢等の醸成を図る。 

 

(2) 学生支援 

①多様な学生の成長を促すサポート体制の整備（全学） 

学生の主体的な活動を支えるため、学修・生活環境及び、課外活動の支援を行う。

学修・生活環境については、学生の代表組織である学友会と学生部長、学生課との意

見交換を行い、学生のニーズを把握し環境改善に努める。併せて、大学での学修を支

える図書館の利用促進を図るため、学生参加型企画の運営を継続して行う。課外活動
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については、強化指定クラブや公認クラブ等の活動支援や学園祭実行委員会への支

援の充実を図ることにより、学生が主体的に学部学科を超えた学生間交流を行うこ

とを促進する。併せて、学生や教職員が活動に参加できるプロジェクト（学生支援型）

を導入・実施する。多様な学生（障害、性、留学生）に対応するため、学生サポート

ハンドブックを 2023 年３月に改訂し、内容を教職員に周知のうえ、円滑な支援につ

なげる。また、本学独自の奨学金制度により、学業成績優秀者や世界を舞台に活躍で

きる学生の育成、スポーツで優秀な実績がある学生や海外からの留学生を経済面か

ら継続的に支援する。 

 

②キャリア支援の強化（薬学部） 

薬剤師として求められる資質を満たすことのできる教育を入学時から順次的・体

系的に展開し、個々の「薬剤師となる志」の持続を図ると共に、学生の職業意識の醸

成に努める。４年次から就職ガイダンスを実施し、早期から就職活動に対する意識付

けを行うと共に、コロナ禍で進む就職活動のオンライン化に向けた対策講座を設け

る等、学生のニーズに合わせた就職対策を行う。１年を通して、全学年を対象とした

個別企業説明会を実施し、高学年には採用に結び付く機会、その他の学年には業界の

全般的取り組みが学べる機会として提供する。併せて５・６年次生を対象とし、学内

合同企業説明会を開催し、企業・病院等とのマッチングを図り、学生の採用を後押し

する。薬学部進路支援委員会を中心に、教員個々が学生の就職に関する情勢について

理解を深め、薬学部全体で学生に対し進路指導ができる強固な体制でキャリア支援

に臨む。 

 

③キャリア支援の強化（国際コミュニケーション学部・経済経営学部・医療保健学部） 

コロナ禍の環境下で、対面方式やオンライン方式を活用した就職支援を用い、柔軟

な学生サポートを行う。2022 年度から開講した公務員合格サポートプログラムやエ

アライン合格総合プログラム等の学内講座にて、資格取得及び就職支援を行う。三省

（文部科学省・経済産業省・厚生労働省）合意の改正に伴うインターンシップの取り

扱いに対応した学生支援を行い、採用スケジュール等の変化に応じた就職対策講座

を開催し、教職協働で学生の進路実現をサポートする。併せて、各学部進路支援委員

会と進路支援課が協働して、企業・病院が求める人物像や採用動向の把握に努め、接

点強化を図る。留学生の進路支援については、留学生キャリア形成・地域定着促進プ

ロジェクト「Link KANAZAWA」に参加し、経済産業省等と連携を強化する。加えて、

進学支援 e-ラーニングや大学院進学説明会、大学院訪問などを更に推進する。 

 

(3) 研究活動 

①研究基盤の充実（全学） 

教員の研究活動を支援する体制を整備し、特色ある研究を推進して研究力を強化

する。研究力の向上により、教育の質の向上を実現する。研究資金において、競争的
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資金（科研費）の採択率向上、外部研究資金の獲得に向けた学内研修及び支援体制の

充実を図る。また、学内公募型の研究助成制度の利用促進、研究活動及び外部資金獲

得状況等を考慮した個人研究費制度の再構築により、選択と集中による研究費の配

分を行う。研究環境においては、大型研究装置の整備に係る計画を見直す一方、学術

資料・データベース等の利用促進、学内の研究機器・設備・施設の共同利用の促進、

外部委託を含めた外部機関との研究機器の共同利用の推進を図る。さらに、自主研究

（研究日）、学外（海外を含む）研究制度等の周知及び運用を促進する。学内研究支

援体制の見直し・強化を図るとともに、高度研究支援・マネジメント人材等高度専門

職の育成に向けた研修を開始する。 

 

②社会に貢献できる研究の推進（全学） 

「健康社会の実現」のため、特色ある研究、地域社会の課題解決に資する研究を推

進し、研究成果の可視化を促進する。健康長寿総合研究グループや学内研究助成に採

択された連携研究を推進するとともに、学内の研究シーズと産業界や自治体等のニ

ーズとのマッチングにより共同研究・受託研究等を積極的に推進し、その成果を社会

実装や地域社会の発展につなげていく。研究成果を広く社会に還元するために、学会

発表等の学外活動の促進、紀要への投稿を促すとともに、機関リポジトリの内容を充

実させる。さらに、本学ホームページの研究テーマの更新、研究関連ニュースの掲載

等を通じて情報発信を強化する。 

 

(4) 国際化 

①学生と教職員が共に国際的な価値観を身につけるための環境整備（全学） 

世界的な新型コロナウイルス感染症対応策の転換に伴い、各国間の渡航者数が

徐々に増加している中、本学でも学生の安全・健康を最優先に、海外渡航・留学の機

会を喪失させないよう段階的な再開に取り組んでいる。2023 年度には更なる再開が

期待できることから、コロナ禍前の状況に回復することを目標に海外協定校と連携

のうえ学生の派遣及び留学生受入れ、教職員の交流等の環境を整備する。なお、再開

できないプログラムについては、国際化の継続・発展を念頭に、代替を検討のうえ実

施することとする。2002 年からスタートした「２+２共同教育プログラム」は 2022

年度に 20周年を迎えた。新型コロナウイルス感染症の影響を受け、延期となってい

る記念行事については、2023 年度中に実施の上、海外協定校との成果を相互に再確

認する機会とし、プログラムの発展につなげる。 

 

(5) 社会連携・ネットワーク強化 

①社会連携活動の強化（全学） 

これまでの産学官・地域連携の諸活動及び自治体との連携推進会議等での結果を

総括し、現状把握及び新たな連携事業を検討し連携の強化を図る。「北陸大学産学官・

地域連携ポリシー」に基づき、学生ボランティアの推進、地域課題解決に取り組む学
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生プロジェクトの支援及び教員のサポート体制整備、並びに金沢市近郊私大等プラ

ットフォーム加盟校との各種事業を実施し、地域と産業の活性化に寄与する。 

 

②保護者・卒業生及び企業等との連携（全学） 

本学にとって重要なステークホルダーである保護者・卒業生（同窓生）に、本学の

教育研究活動への理解を深めてもらうため、ホームページ等のツールを活用した情

報提供を充実する。特に、保護者に対しては 2022 年度に開設した松雲友の会（保護

者会）のホームページを活用する。保護者懇談会は保護者と直接交流する重要な機会

であり、多くの保護者に参加してもらうため、教育講演会等の内容を検討し、保護者

面談も含めオンラインを活用するなど開催方法を工夫して実施する。卒業生とは同

窓会を通じて連携を強化するほか、卒業後調査や企業アンケートを通して意見やニ

ーズを把握し、今後の連携に関する検討を進める。 

 

③生涯教育・社会人教育の推進（全学） 

本学の教育・研究の成果を地域社会に還元するため、地域連携センター、孔子学院

を中心に、本学の特色を生かした公開講座を実施する。また、自治体、職能団体、大

学コンソーシアム石川及び金沢市近郊私大等プラットフォーム加盟校等と連携し、

公開講座、講演会、小中高・社会人向けプログラムを実施する。 

 

(6) 入学者確保・広報・ブランディング 

①学生募集活動の強化（全学） 

2024 年度新設予定の経済経営学部経済学科（仮称）広報に重点を置き、また、入

学者獲得を目的に、北陸３県及び全国重点地域での募集活動を強化するなど、高校

生、保護者、高校教諭等との接触機会を増やす。さらに、対面型オープンキャンパス

の開催、デジタルメディア（Web・SNS）を活用した広報活動の推進による認知拡大、

高大連携校の拡充を積極的に行い、2025 年度新課程入試に向けた検討にも着手する。 

 

②大学ブランディング強化（全学） 

本学の長期ビジョンである「2025 年までに学生の成長力 No.1 の教育を実践する

大学となる。」を前面に打ち出すことを継続し、教務課、進路支援課とも連携しなが

ら学生の成長を継続的に発信することにより大学ブランドの構築、在学生・教職員の

モチベーション向上、地域社会・就職先企業等に対する認知度向上を図る。 

 

(7) 経営基盤強化 

①財務基盤強化 

大学の永続的な発展と将来構想の実現に向け、「中長期財務計画」に基づき、経常

収支差額を改善し、健全な財務基盤の確立を目指す。収入面では、最重要課題である

入学者の確保、退学率及び留年率の改善により、安定的な学納金収入を見込むととも
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に、補助金、科学研究費等補助金、共同・受託研究費、恒常的な寄付金の獲得による

財源の多様化を図る。また、創立 50 周年記念事業に向けた募金活動の準備を開始す

る。支出面では、将来構想及び収容定員規模に応じた計画的かつ適正な人員配置によ

る人件費の運用を行う。経常的経費については、予算執行の厳格な管理、費用対効果

の検証等抜本的な見直しによる経費削減を促進する。 

②組織・人事・制度の全体最適化

経営ガバナンス体制の強化、内部質保証システムの有効化に引き続きあたるとと

もに、全体最適の視点から業務のスクラップ・アンド・ビルド、スマートワークの推

進、人事・研修制度の再構築、ダイバーシティへの対応等に取り組み、教職員の働き

方改革の促進を図る。第２期中期計画の進捗状況を都度確認し、事業運営に反映させ

るとともに、今後の学部改組や新設、大学院設置等の将来構想策定に資する。 

③キャンパス等の活用整備

医療保健学部理学療法学科開設に伴い新築した太陽が丘４号棟の供用を開始する。

既存施設の有効活用・改修等を基本に、新しい教育組織と学部改組に対応したキャン

パス整備を計画する。次世代の教育に対応する学修環境・情報環境及び課外活動や学

生生活の充実に向け必要な環境の整備に取り組む。キャンパスマスタープラン基本

計画の実施・点検・見直しを行い、2025 年度以降の将来構想を踏まえた新たなキャ

ンパスマスタープラン検討に着手する。 

④社会ニーズに適応した教育組織の将来構想の策定

日本国内における 18 歳人口の減少、超少子高齢化、第４次産業革命等、社会構造

が急速に変革するなか、高等教育機関においてもその影響は大きく、多様な学びを提

供するための環境整備等の要請が高まっていることから、本学が位置する北陸地域

の社会的人材養成のニーズを精査し、この地域において持続的な競争力を確保でき

る教育組織等の整備を含めた将来構想を策定する。また、2024 年度に経済経営学部

経済学科（仮称）を開設するため、文部科学省への申請を行うとともに、2025 年度

以降の教育組織及び環境の充実に向けた方策を提案する。 




